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１．国民年金基金に関する主な広報の取組

国民年金基金連合会 第９回年金広報検討会資料

第１号被保険者に厚生労働省と連名で国民年金基金のメリット等を周知するDMを

送付する。開けやすい封筒に改良して訴求を強化するとともに、送付回数を年５回
に増やし、資料請求・照会にきめ細かく、迅速に対応する。
【対象者数】約540万人、【発送時期】 6月、7月、9月、12月、1月（令和２年度は４回）

① ダイレクトメール（DM）による訴求の強化

リスティング広告、リターゲティング広告、SNS（facebook）や動画共有サイト（YouTube）
を活用した広告を実施するとともに、新規の媒体としてニュースアプリ（SmartNews）へ
の出稿などインターネット広告への対応の強化を検討する。

② インターネット広告の強化

ポスター・パンフレットを作成・配布するほか、令和２年度に新たに作成したiDeCoと

国民年金基金の両制度を紹介するパンフレットの金融機関での活用状況を確認し、
効果的な活用方法の共有を図ることを検討する。

③ ポスター・パンフレットによる周知の拡充

国民年金基金連合会、国民年金基金のホームページのコンテンツ及び
インターフェースの充実を図り、国民年金基金に関する情報提供を充実・
強化する。

④ ホームページの充実

国民年金基金の加入者・受給者の声や委託
募集機関・紹介機関の活動を紹介するほか、
時宜にかなった話題を提供するなど、誌面の
充実を図りつつ、金融機関への国民年金基金
制度の理解促進に活用する。
【発行部数】約６万部
【発行時期】年４回 （４月、７月、１０月、１月）

⑤ 広報誌「国民年金基金の広場」の活用

DM発送時期に合わせて、テレビCMや新聞広告を実施し、国民年金基金制
度の認知度の向上を図る。
【テレビCM】 ６月、９月、１月に実施
【新聞広告】全国紙（関東版）、地方紙 ： １月に実施

⑥ テレビ広告、新聞広告の実施
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iDeCoオンラインセミナー（令和２年度）
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２．個人型確定拠出年金（iDeCo）に関する主な広報の取組

iDeCo広報活動（令和３年度）

① ｉDeCo公式サイトの充実
ｉＤｅＣｏのメリットや加入手続等の情報提供を行うとともに、令和２年度に
おける資産運用に係るコンテンツの制作等の効果測定や改善の検討を行
う等、更なるサイトの充実を図る。

② 確定拠出年金普及・推進協議会の枠組みを活用した普及
活動
ｉＤｅＣｏの実施主体である連合会と制度の担い手である金融機関が連携
してｉＤｅＣｏの普及に取り組むという、確定拠出年金普及・推進協議会・幹
事会の枠組みを活用して、地方でのオンラインセミナー等の取組の拡大を
図る。

③ 企業年金連合会と連携した投資教育の検討・実施
令和２年５月成立の年金制度改正法によりｉＤｅＣｏの加入者等への投資
教育を企業年金連合会に委託できることとされたところであり、企業年金
連合会と連携した投資教育の実施について検討・実施する。

④ コールセンターの体制強化
加入者数の増加等に対応した適切な組織体制及び事務品質を確保する
ため、控除証明書発送後の業務増等対応や、モニタリング、連絡調整等の
取組を推進するとともに、控除証明書再発行申請のオンライン化、加入者
等コールセンター業務への重点化等により効率化を図る。

⑤ ｉDeCoの認知度・理解度向上のための更なる取組
パンフレット・チラシ等の運営管理機関等への配付や、加入希望者専用
コールセンター（iDeCoダイヤル）の運営、団体・事業主主催の研修会への
講師派遣、国民年金基金の啓発・広報と連携した取組等を行う。

「新しい日常」に係る取組として、地方でのオンラインセミナーを実施。
①福岡県在住の方を対象に、西日本シティ銀行、福岡銀行と共催。
②宮城県在住の方を対象に、東北労働金庫と共催。


